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　３　基本計画期間における施策の方針 （総合計画書より）

⑤ 右上④の成果指標の測定方法（実際にどのように実績を把握するか）
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　あらゆる災害から市民の生命・財産を守るために、日頃から市民一人ひとりに対し、自主防災の重要性を認識してもらうための取り組
みを行う。また、大規模災害に備え、関係機関の相互応援体制の充実・強化を図る。

・Ａ…防災対策に対する市民の認識度
※総合計画進行管理に係る市民意識調査

・Ｂ…災害危険箇所の整備率
※防災関連課の事業実績
※防災対策の整備がなされた箇所数／地域防災計画に掲載した危険箇所

・Ｃ…火災の発生件数
※霧島市消防年報：暦年

・Ｄ…救命率
※救急活動実績
※心拍再開／心肺停止傷病者

％

件

％
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56.6

② 意図（この施策によって対象をどう変えるのか） 単位

防災対策に対する市民の認識度

災害危険箇所の整備率B

E

快適で魅力あるまちづくり

尾堂　守

％

市域面積

火災の発生件数

％

％

安心安全課施 策 主 管 課

施策主管課長名

世帯数

人口

重点施策

　１　施策の目的と指標
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平成 施策マネジメントシート１　(平成20年度目標達成度評価）
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政策
体系

政策名政策No.

4

年度

防災対策の推進

施策関係課名

施策名施策No.

保健福祉政策課、林務水産課、耕地課、土木課、建築指導課、消防局総務課、消防局警防課、消防局情報指令課、消防局予防
課

単位

A

B

k㎡

人

市域・市民

　２　指標等の推移

51,992 52,395

見込み値

実績値

C

実績値

見込み値

30.5

53,280

目標値
実績値

世帯

　⑥　基本計画期間における施策の目標設定（２-②）の根拠

・「防災対策に対する市民の認識度」については、「住んでいる地
域が災害に対し安全だと感じている市民の割合」から成果を把握
することとし、市民意識調査（平成18年度）において、同質問に対
し「そう感じる」または「どちらかといえばそう感じる」と回答した割合
が最も高かった50代と同水準の68％を目指す。
・「災害危険箇所の整備率」については、年次的な整備を行うこと
に加えて着工から完成までの期間が長く、短期間での大幅な成果
向上が期待しにくいことから、平成24年度の目標値を対18年度実
績比で3.1ポイントの成果向上を目指す。
・「火災の発生件数」については、年間約80件で推移しているが、
火災予防広報活動の積極的な推進や、消防法の改正により一般
住宅に設置が義務付けられた住宅用火災警報器の普及促進によ
り、平成18年度現状値の約80％である62件以下を目指す。
・「救命率」については、救急隊員の技術の向上と、救急車到着前
の応急処置のできる市民の育成により、現状の3倍である9％を目
指す。

31.0

31.030.5

603.68

救命率

平成22年度

603.68

54.1

平成20年度

58
77以下
80 80

31.0
30.0

8

① 対象（誰、何を対象としているのか）※人や自然資源等

件

災害から生命・財産が守られている A

③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）※数字は記入しない

④ 成果指標（意図の達成度を表す指標）※数字は記入しない
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⇒ 目標値と比較して実績値が であった。

⇒ 目標値と比較して実績値が であった。

⇒ 目標値と比較して実績値が であった。

⇒ 目標値と比較して実績値が であった。

　８　平成22年度の施策の基本方針
　　　　　　（課題解決に向けた取り組み方針）

・防災行政無線の機器の整備を行う。
・平成21年度に策定する災害時要援護者個別支
援プランを実行するために、具体的な検討作業を
行う。
・ＡＥＤを活用した応急処置のできる市民を養成す
るために、ＡＥＤの操作方法等の講習会の指導講
師を市民にも担ってもらい普及促進を図る。そのた
めに、市民を対象とした指導講師の養成講習を実
施する。また、イベント等へＡＥＤを貸し出すことに
より緊急時に対応してもらうとともに、イベント参加
者にAEDの存在を身近に感じてもらうことで普及啓
発を図っていく。
・年間1万件を超える緊急通報のうち携帯電話での
通報は3割近くを占めている現状であるが、今後は
携帯電話の普及に伴い、携帯電話での通報の割
合が更に増加するものと予想される。そのため、携
帯電話の発信箇所が特定できる通信指令設備を
導入するなど消防救急関連施設を整備することに
より、緊急車両の現地到着時間を早め迅速な救命
処置を行うことで救命率の向上を図る。
・集中豪雨時における道路の冠水被害等を軽減す
るために、引き続き排水対策の工事を行う。
・危険箇所の整備について県への要望活動を行う
とともに、危険箇所の地権者に対し整備に関する
理解と協力を求めていく。

①基本計画期間で解決すべき課題　（総合計画書より） ②平成22年度に取り組むべき課題

・防災行政無線等の施設整備の具体的事業に取り
組む。
・危険箇所の整備のために、県への要望活動を行う
とともに、地権者に対し整備に関する理解と協力を
求めていく。
・災害発生時に速やかに応急体制を組織できるよ
う、消防局、自衛隊等の関係機関との一層の連携強
化が必要である。
・災害発生時に迅速な救助活動ができる環境を醸成
するために、日頃から市民の防災に関する意識を高
め、火災防ぎょ・防災訓練や応急処置講習等を引き
続き開催していく必要がある。
・集中豪雨時の道路冠水等を軽減するため、円滑な
排水対策が必要である。

・防災行政無線の機器の整備を始める必要がある。
・危険箇所の整備のために、県への要望活動を行うととも
に、地権者に対し整備に関する理解と協力を求めていく
必要がある。
・災害時要援護者個別支援プランの実行のため、消防局
を始めとする関係機関とのネットワークの構築を図る必要
がある。
・ＡＥＤの使用に関する指導講師を市民に担ってもらうた
めの取り組みを進める必要がある。また、イベント等の開
催の際にはＡＥＤの貸し出しを進める。
・救命率を向上させるために、消防・救急関連施設の整
備・充実を図る必要がある。
・集中豪雨時の道路冠水等を軽減するために排水対策を
行う必要がある。

①施策の基本方針の達成状況 ②施策の平成24年度目標達成見込み

・防災行政無線のデジタル化及び統合のための実
施設計中である。
・危険個所の整備のために、県への要望活動、地権
者等との調整を行っている。
・市民の防災意識を高め、火災防ぎょ･防災訓練や
応急処置講習等を継続的に開催している。

Ａ…防災対策に対する市民の認識度については、防災
行政無線が整備されることにより市民の防災意識が高ま
ると考えられ、目標は達成できる。
Ｂ…災害危険箇所の整備率については、地域防災計画
にもとづき整備することにより、目標は達成できる。
Ｃ…火災の発生件数については、平成24年度までの目
標値は達成しているが、住宅用火災警報器の設置促進
をはじめ、火災予防の広報活動を行っていくことで成果を
維持しつつも、さらに向上させていく。
Ｄ…救命率については、現場で応急処置のできる市民を
養成する救命講習会を実施し、応急手当技術者の普及
率を向上させていく。また、消防救急関連施設を整備す
ることで目標値に近づけるよう努める。

　４　施策の特性・状況変化・住民意見等

A

B

防災対策に対する市民の認識度
○

90%

・異常気象等による局所的な集中豪雨が増えてきており、災害規模の拡大化、都
市化に伴う被害が拡大してきている。
・防災行政無線については、デジタル化への対応が求められている。
・火山災害においては、国が関係市町村等を集めて霧島火山防災検討委員会を
平成18年に立ち上げられ、災害対策を検討している。
 また、霧島火山周辺の自治体によって構成された環霧島会議によって、霧島火
山災害対策を含む防災対応での、広域連携の取り組みがなされているところであ
る。

（市民・議会一般質問等）
・自主防災組織に対する人材の育成及び資機材の充実。
・情報伝達手段の確保…防災行政無線の同報系無線への切り替え、より早い情報の提
供。
（市民・自治会）
・防災マップの作成…災害時危険箇所の周知・把握。

　５　施策の評価（成果水準の振り返り）

△D

E

40%

0

救命率

火災の発生件数

100%

◎

ア）行政の役割
（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

C

○

124%

災害危険箇所の整備率

成果指標

平成 21 施策マネジメントシート2　(平成20年度目標達成度評価）

①施策の目標達成度（平成20年度目標と実績との比較）

年度

②　施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどのように変化しているか、更
に今後どう変化するか？（平成24年度を見越して）

③　この施策に対して市民（対象者、納税者、関係者等）、議会からどのような意見や要望
が寄せられているか？

①　この施策の役割分担をどう考えるか（協働による市民と行政の役割分担）

防災対策の推進
施策名

②左記の背景として考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

目標を未達成
（目標値より実績値が90％以上110％未満）
（目標値より実績値が110％以上） ◎

目標をほぼ達成 ○
目標達成 ・防災対策に対する市民の認識度については、自主防災組織の設立の呼びかけや

各種気象情報等の出前講座の実施、総合防災訓練を2回実施したこと等により目標
値をほぼ達成したと考えられる。
・災害危険箇所の整備率については、地域防災計画にもとづき整備したことにより、
目標値を達成した。
・火災の発生件数については、住宅用の火災警報器の設置率が向上するとともに、
市民の火災予防に対する意識が高まったことにより火災発生が減少したと考えられ
る。
・救命率については、実績値としては昨年度よりも大きく後退した。心肺停止状態の疾
病者が心拍を再開するためには疾病者の症状の状況にも左右され、件数が多くない
ことから割合としては大きく変動する。市としては、救急車が到着するまでの間におい
てＡＥＤによる心拍再開を試みてもらうために、市民や各種団体、事業所、学校等に
対してＡＥＤの取り扱い指導を行ってきたが、実績としては一般市民がＡＥＤを使用し
て心拍再開した例はなかった。また、現状として消防救急関連施設について、未整備
の部分があることも目標未達成の原因と考えられる。

　７　施策の課題

　６　施策の現状

イ）市民（住民、事業所、地域、団体等）の役割
（市民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でや

■国・県・市
・災害対策基本法（第3、4、5条）に基づき、国は｢防災基本計画｣、県は｢地域防
災計画｣、市は｢地域防災計画｣を作成する。また、市は市域に係る災害予防対
策、災害応急対策、災害復旧、復興対策を実施することにより、市域における土
地の保全と住民の生命、身体及び財産を保護する。
・国民保護計画に基く措置の実施
（安否情報の収集及び提供、その他の避難住民等の救援に関する措置。退避の
指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収集、その他の武力
攻撃災害への対処に関する措置。その他、国民生活の安定に関する措置。）

■市民
・自助（住民一人ひとりが自分自身を災害から守ること）　「自らの身の安全は、自ら守る」が
防災の基本であり、住民はその自覚を持ち、平常時より災害に対する備えを心掛けるととも
に、発災時には自らの身の安全を守るよう行動することが重要である。
■地域コミュニティ
・共助（地域社会がお互いを災害から守ること）　自主防災組織を育成強化し、日頃から自
主的に災害に備え、防災訓練や各種防災知識の普及啓発活動をはじめ、市が行う防災活
動と連携・協力する。また、災害に際して警戒・避難活動等における隣保互助等により、被
害を未然に防止し、あるいは最小限にとどめるため、相互に協力するとともに、市が実施す
る防災業務について自発的に協力する。

結果
（目標値より実績値が90％未満） △

結果

－施策マネ・ｼｰﾄ2－
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・市としては県が事業を実施するために必要な地権者
等との調整を行うことで計画通りの整備を行うことを目
標とした。
・特殊地下壕については、当該所有者等の高齢化に
伴う管理能力の低下を考慮し目標値を設定した。

・砂防や治山工事については、地域防災計画にもと
づき整備することにより、目標どおり整備された。今
後も県へ事業の継続的な実施を要望していく。
・危険性のある特殊地下壕の内、通学路等に面して
いる入り口については封鎖等の対策を講じた。しか
し、その他の特殊地下壕において地権者が倉庫等
として利用している箇所については地権者の責任で
管理されており、地権者が管理できなくなった場合
には迅速に対応する必要がある。

　危険箇所の整備のために、県への要望活動を行うとともに、
地権者に対し整備に関する理解と協力を求めていく。

　６　平成22年度の基本事業の重点「対象」・「意図」

①対象
危険箇所（急傾斜地、土石流危険渓流、地す
べり、山地崩壊、崩壊流失危険地区、特殊地下
壕）

②意図 安全性が確保される

　３　基本計画期間における
　　　　　基本事業の目標設定の根拠

　４　平成20年度の基本事業の振り返り（目標達成度
評価）と平成22年度に向けての課題

　５　基本事業の平成22年度の方針

95.0
100

100 100
100 100 100 100

51.0
Ｂ
危険箇所数に対する整備
済箇所数の割合＝工事
進捗率(治山関係） 51.0

Ａ
危険箇所数に対する整備
済箇所数の割合＝工事
進捗率(砂防関係）

％
危険箇所数に対する整
備済箇所数の割合＝工
事進捗率(砂防関係）

％
危険箇所数に対する整
備済箇所数の割合＝工
事進捗率(治山関係）

成り行き値

平成17年度

目標値

実績値 51.0

目標値

平成23年度

②意　図

　２　基本事業の指標等の推移

災害危険箇所の整備

③数値区分 平成21年度 平成22年度

　台風、豪雨等の災害に際して被害の軽減を図るため、各種防災事業を推進するほか被害を未然に防
止するため、日頃から災害危険箇所の状況調査に努める。

①対　象
危険箇所（急傾斜地、土石流危険渓流、地すべり、山
地崩壊、崩壊流失危険地区、特殊地下壕）

1-4-1

①対　象

1-4-2

防災行政無線等の個別
受信機設置戸数／全世
帯数

　３　基本計画期間における
　　　　　基本事業の目標設定の根拠

基本事業名

Ｂ

③基本計画期間における取り組み方針　（総合計画書より）

　１　基本事業の目的、取組み方針

70
防災関連施設整備の
計画に基づく整備率

80
61 61 61
66 75

防災対策の推進1

平成24年度
（目標年度）

　１　基本事業の目的、取組み方針

基本事業マネジメントシート　(平成20年度目標達成度評価）
施策名

78

100
100 100

54.054.0

Ｃ
危険箇所数に対する整備済
箇所数の割合＝工事進捗率
(特殊地下壕関係）

％
危険箇所数に対する整備済
箇所数の割合＝工事進捗
率(特殊地下壕関係） 実績値

100 100

100

成り行き値 100 100
52.0 52.6

54.0 54.0
目標値 52.0 52.0 53.0 53.0

52.0 52.0 53.0 53.0成り行き値

33.0
実績値 28.7 29.3 29.9 30.0 31.0

31.0 31.5 32.0 32.5
30.5
30.5

31.0 31.5

必要な施設や資機材が整う

　６　平成22年度の基本事業の重点「対象」・「意図」

32.0

②意図

32.5 33.0

平成24年度
（目標年度）

平成20年度

61
61

33
目標値

676744実績値
89

③数値区分 平成19年度

67 89 89

②意　図 必要な施設や資機材が整う

61

67 78
8989

67 78

平成20年度 平成23年度平成22年度平成21年度平成18年度平成17年度

平成 21 年度

成り行き値

単位

消防局

基本事業
主担当課

①成果指標名

Ａ ％

基本事業名

防災関連施設の整備

・各種災害に対応できる防災施設の整備に努めるとともに、国が地域の特性に応じて示した消防資機材
等の消防力整備の基準に照らし消防施設の整備に努める。
・災害時における緊急時に備え非常食等の備蓄を行うとともに、被災想定区域の被害発生の抑制に努
める。

78現在の高規格救急車台
数／高規格救急車導入
目標台数

平成16年度

市域

消防力整備指針の達
成率

基本
事業№

％
実績値

成り行き値

目標値

　２　基本事業の指標等の推移

②成果指標の測定方法

平成18年度 平成19年度平成16年度

安全性が確保される

市域

52 100

③基本計画期間における取り組み方針　（総合計画書より）

　４　平成20年度の基本事業の振り返り（目標達成度
評価）と平成22年度に向けての課題

　５　基本事業の平成22年度の方針

61
61

5661 56

・消防力に関しては、高規格救急車両の導入を想定
し、設定した。
・防災関連施設については、緊急性があり、かつ高額
な費用が予想される防災行政無線や全国瞬時警報シ
ステム等の整備が必要ではある。しかし、当初は代替
品で当面の状況をしのぐことが必要な状況でもあるこ
とから、段階的な整備の実施を想定し、全住宅の8割
への設置を目標とした。
・備蓄については、人口の1％の被災者が3食確保す
る分を目標とした。

①対象

Ｃ
市民一人あたりの食糧
備蓄率

％
食糧備蓄数／人口
×1％

成り行き値

・Ａ…消防力整備指針の達成率については、溝辺地
区と横川地区に高規格救急車を配備したことにより
実績値は向上した。今後は、高規格救急車の配備さ
れていない福山地区の導入配備を図る必要がある。
・Ｂ…防災関連施設整備の計画に基づく整備率につ
いては、防災行政無線等の戸別受信機の設置率を
指標としており、地域において年々整備されてきて
いる一方、分母となる世帯数が増えているために全
体の割合としては向上しなかった。
　平成22年度からの防災行政無線の機器の整備に
伴い、地域におけるコミュニティー無線の設置の普
及を働きかける。
・Ｃ…市民一人あたりの食糧備蓄率については、食
料備蓄については平成20年度において集中的に整
備し目標値に到達した。今後は、定期的な更新を
行っていく必要がある。

　防災行政無線の機器の整備を始める。

100

①成果指標名 単位 ②成果指標の測定方法

基本
事業№

基本事業
主担当課

土木課

100
目標値 50 100 100

10050 83 100
100 100 100

実績値

－基本事業マネ・シート1・2－
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　１　基本事業の目的、取組み方針

実績値
成り行き値

・災害時に迅速かつ円滑な防災組織相互の意思疎通を図るとともに、効果的な災害活動ができる体制
づくりを行う。
・地域の防災力向上のため、関係機関と連携し、自主防災組織の育成・強化に向けた取り組みを行う。

③基本計画期間における取り組み方針　（総合計画書より）基本事業名

防災関係機関・団体等と連
携した体制づくり

地域の自主防災組織率（自
主防災組織に加入している
世帯数／全世帯数）

目標値 9897

②意　図 災害に対処できる組織・体制が整う

①成果指標名

③基本計画期間における取り組み方針　（総合計画書より）

①対象

①成果指標名 単位 ②成果指標の測定方法

基本事業名

①対　象

基本事業
主担当課

③数値区分 平成17年度 平成18年度 平成19年度平成16年度

②意図

　地域の自主防災組織率については、各総合支所
において未結成の自治会に対して呼びかけを行っ
た結果、平成20年度において11団体の自主防災組
織が新たに結成され、目標値を達成した。
　今後は、組織の育成や強化を図るとともに、平成
21年度に作成された災害時要援護者個別支援プラ
ンと連携する必要がある。

・自治会
・地区公民館

自主防災組織が活性化される。

　５　基本事業の平成22年度の方針
　４　平成20年度の基本事業の振り返り（目標達成度
評価）と平成22年度に向けての課題

　６　平成22年度の基本事業の重点「対象」・「意図」

Ａ
地域の自主防災組織率（自主
防災組織に加入している世帯
数／全世帯数）

実績値

成り行き値

目標値

基本
事業№

　自主防災組織の育成強化を図るとともに、災害時要援護者
個別支援プランの実行のための具体的な検討を行う。

95
95

平成20年度

96 96
97

9595

　２　基本事業の指標等の推移

②成果指標の測定方法 ③数値区分 平成19年度 平成21年度平成16年度 平成18年度

平成 21 年度

成り行き値

単位

安心安全課

基本事業
主担当課

・各種機関（警察、自衛隊、消防、医師会等）
・団体（NPO、ボランティアグループ、事業所等）

％
実績値

目標値

9595

平成23年度

95

平成24年度
（目標年度）

平成22年度平成17年度

97
9595

・火災被害拡大防止のため、日頃から火災予防広報、防火教室、講習会等で火災発生未然防止の呼び
かけを行う。
・火災から生命、財産を守るための住宅用火災警報器設置の必要性の認識を高めることに努める。
・緊急時において、救命率の高い救急救助活動が行えるよう救急隊員の知識・技能の充実を図るととも
に、市民に対する応急手当の普及啓発のため普通救命講習を行う。

平成23年度

　２　基本事業の指標等の推移

・火災の被害が軽減される
・救急時に早期に救命・救出がなされる

平成20年度 平成21年度

火災・救急・救助活動の推
進

5.5 6.51.5 2.5 3.5 4.5成り行き値

50.0
35.0

目標値 10.0 20.0 30.0 40.0 60.0
実績値 0.5 20.0
成り行き値 5.0 5.0 5.0 5.0
目標値 4.4 5.5 6.2 6.4
実績値 5.4 6.04.2

基本事業マネジメントシート　(平成20年度目標達成度評価）
施策名

防災対策の推進1

市民

消防局

②意　図

平成24年度
（目標年度）

平成22年度

6.6 6.8
5.0 5.0

実績値

成り行き値

1-4-3

①対　象

1-4-4

　３　基本計画期間における
　　　　　基本事業の目標設定の根拠

Ｃ

Ｂ

Ａ
住宅用火災警報器の
普及率

％
消防局によるアン
ケート

基本
事業№

　出前講座において自主防災組織の必要性を理解し
てもらうことや、防災推進員に対する県の講座への受
講を促進するなど、多角的な面から実効性の向上を
期すことで2年に1％程度の向上を目指す。

　１　基本事業の目的、取組み方針

Ｂ
応急手当技術の普及
率

％
普通救命講習を受
講した市民の割合

目標値Ｃ

　３　基本計画期間における
　　　　　基本事業の目標設定の根拠

　４　平成20年度の基本事業の振り返り（目標達成度
評価）と平成22年度に向けての課題

　５　基本事業の平成22年度の方針

・火災を減少するために火災予防広報、防火教室の
開催等に積極的に取り組むとともに、住宅用火災警報
器の設置率を60％として普及の促進を図る。
・現場で応急処置のできる市民を養成する救命講習
会を実施し、応急手当技術者の普及率を向上させる。

・住宅用火災警報器の普及については、地域にお
ける住宅用火災警報器の普及活動を積極的に推進
したことや、市報による広報等により目標値を上回っ
た。消防法により一般住宅においては平成23年度ま
でに設置することが義務化されており、今後も引き続
き広報や設置の普及活動に努める必要がある。
・ＡＥＤの使用に関する講習は消防職員が行ってい
るが、ＡＥＤの基本的な操作方法を速やかに市民に
理解してもらうために、ＡＥＤの操作方法等の指導講
師を市民に担ってもらうための取り組みを進める必
要がある。

・住宅用火災警報器の普及活動を積極的に推進する。
・ＡＥＤの使用に関する指導講師を市民に担ってもらうための
取り組みを進める。また、イベント等の開催の際にはＡＥＤの貸
し出しを進める。

　６　平成22年度の基本事業の重点「対象」・「意図」

①対象 市民

②意図
・住宅用火災警報器を設置する
・ＡＥＤの研修に参加する

－基本事業マネシート3・4－
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　当面は現在実施している治水対策を推進する。平
成22年度以降に関しては、今後策定する雨水対策を
含めた総合治水計画実施計画に基づき、その進捗率
で成果指標と目標値を再設定することとする。

　平成21年度に策定する雨水対策を含めた総合治水計画実
施計画に基づき計画的に進める。

　６　平成22年度の基本事業の重点「対象」・「意図」

①対象 市域（国分市街地及び天降川流域）

②意図 水害の被害を軽減される

　３　基本計画期間における
　　　　　基本事業の目標設定の根拠

　４　平成20年度の基本事業の振り返り（目標達成度
評価）と平成22年度に向けての課題

　５　基本事業の平成22年度の方針

Ｂ
（平成2１年度まで）実施し
ている治水対策事業の数

件

目標値

平成24年度
（目標年度）

Ａ
総合治水計画の進捗
率

％

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

Ｂ

　集中豪雨時の浸水被害の低減を図るとともに、被害が発生しないように各種治水対策事業を推進す
る。

治水対策の推進

　３　基本計画期間における
　　　　　基本事業の目標設定の根拠

Ｃ

1-4-5

①対　象

1-4-6

％

　逐年の事業の着実な積み重ねにより市民の防災意
識の段階的向上を図る。比較的成果水準の高い年代
や地域の水準が75％程度であり、その水準を目標とし
て設定した。

基本事業
主担当課

施策名

防災対策の推進1基本事業マネジメントシート　(平成20年度目標達成度評価）

Ｃ
実績値

成り行き値

実績値 1 1 1 1
目標値 1 1
成り行き値 1 1
実績値

目標値
成り行き値

市民

　２　基本事業の指標等の推移

②成果指標の測定方法 ③数値区分 平成19年度
平成24年度
（目標年度）

平成22年度平成21年度平成16年度

②意　図

平成18年度平成17年度

73.0
68.3

68.865.768.3

平成23年度

68.3 68.3

平成20年度

75.074.0
68.3 68.3

市民意識調査

実績値

成り行き値

目標値

目標値

目標値

実績値

平成 21 年度

成り行き値

単位

安心安全課

基本事業
主担当課

①成果指標名

Ａ
防災に対する意識向
上がなされた市民の割
合

平成17年度 平成18年度 平成19年度

基本
事業№

68.3
69.0

②意図

　防災に対する意識向上については、ほぼ目標値ど
おりとなった。今後においても、市民へ災害情報を
提供するとともに、避難場所等の周知を行い、自衛
手段の確保に努める必要がある。
　また、災害時における災害時要援護者支援のため
の取り組みを地域と一体となって進めていく必要が
る。

・市民へ災害情報を提供するとともに、避難場所等の周知を行
い、自衛手段の確保に努める。
・災害時における災害時要援護者支援のための取り組みを地
域と一体となって進めていく。

　２　基本事業の指標等の推移

基本
事業№

水害の被害が軽減される①対　象 市域（国分市街地及び天降川流域） ②意　図

土木課

防災に対する正しい理解を深め、対応力を高
める

基本事業名

防災知識の普及啓発

平成16年度

　６　平成22年度の基本事業の重点「対象」・「意図」

①対象

①成果指標名 単位 ②成果指標の測定方法

基本事業名

③数値区分

③基本計画期間における取り組み方針　（総合計画書より）

70.0 71.0

防災に対する正しい理解を深め、対応力を高める

・防災マップを配布し、市民へ災害情報を提供するとともに、避難場所等の周知を行い、自衛手段の確
保に努める。
・日頃から自主的に災害に備えてもらい、災害に対する対処能力の向上を図るために防災訓練や各種
防災知識の普及啓発活動を行う。

③基本計画期間における取り組み方針　（総合計画書より）

　１　基本事業の目的、取組み方針

　１　基本事業の目的、取組み方針

実績値
成り行き値

　５　基本事業の平成22年度の方針
　４　平成20年度の基本事業の振り返り（目標達成度
評価）と平成22年度に向けての課題

市民

２１年度実施計画策定後に進行管理が可能となる。

－基本事業マネシート5・6－
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　１　基本事業の目的、取組み方針

実績値
成り行き値

　被災箇所の早期復旧に努め二次災害の防止を図る。また、被災者の早期自立を図るため生活再建支
援に努める。

③基本計画期間における取り組み方針　（総合計画書より）基本事業名

災害復旧対策の推進

復旧された箇所数
／災害認定箇所数

目標値 100100

②意　図
・日常的な生活を送ることができる
・被災箇所が復旧される

①成果指標名

③基本計画期間における取り組み方針　（総合計画書より）

①対象

①成果指標名 単位 ②成果指標の測定方法

基本事業名

①対　象

基本事業
主担当課

③数値区分 平成17年度 平成18年度 平成19年度平成16年度

②意図

　災害復旧については、国の災害認定を受けた箇
所については100％の復旧を行った。

・被災者
・被災施設

・日常的な生活を送ることができる。
・被災箇所が復旧される。

　５　基本事業の平成22年度の方針
　４　平成20年度の基本事業の振り返り（目標達成度
評価）と平成22年度に向けての課題

　６　平成22年度の基本事業の重点「対象」・「意図」

Ａ 復旧率

実績値

成り行き値

目標値

基本
事業№

　被災箇所については早急に復旧できるよう努める。

100
100

平成20年度

100 100
100

100100

　２　基本事業の指標等の推移

②成果指標の測定方法 ③数値区分 平成19年度 平成21年度平成16年度 平成18年度

平成 21 年度

成り行き値

単位

・安心安全課
・土木課
・耕地課
・林務水産課

基本事業
主担当課

・被災者
・被災施設

％
実績値

目標値

100100

平成23年度

100

平成24年度
（目標年度）

平成22年度平成17年度

100
100

平成23年度

　２　基本事業の指標等の推移

平成20年度 平成21年度

成り行き値

目標値

実績値
成り行き値

目標値

実績値

基本事業マネジメントシート　(平成20年度目標達成度評価）
施策名

防災対策の推進1

②意　図

平成24年度
（目標年度）

平成22年度

実績値

成り行き値

1-4-7

①対　象

　３　基本計画期間における
　　　　　基本事業の目標設定の根拠

Ｃ

Ｂ

Ａ

基本
事業№

　被災箇所の復旧は、二次災害を防止するためにも
不可欠であり、全箇所において早急な災害復旧に努
め、復旧率100％を目指す。

　１　基本事業の目的、取組み方針

Ｂ

目標値Ｃ

　３　基本計画期間における
　　　　　基本事業の目標設定の根拠

　４　平成20年度の基本事業の振り返り（目標達成度
評価）と平成22年度に向けての課題

　５　基本事業の平成22年度の方針

　６　平成22年度の基本事業の重点「対象」・「意図」

①対象

②意図

－基本事業マネシート7・8－
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